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１．調査の目的・概要 

 1999年から開始した県内市町村消費者行政調査は今年15回目の取り組みとなりました。 

この調査は、県内市町村の消費生活関連事業（消費者行政）課題を把握し、消費者行政の充実強化に

向けて行政への要望に反映させること、あわせて消費者が市町村の消費者行政の実情をよく知り、

消費者問題への関心を高めていく目的でおこなっています。 

２．調査概要 

   実施期間：調査票配布  2013年６月 

        調査票回収  2013年７月～８月 

   調査対象：県内63市町村の消費者行政担当窓口 

   調査方法：63市町村消費者行政担当部署に事務局より調査票郵送およびメールにて調査協力を依

頼したほか、地域消費者団体より調査票持参してお願いしました。 

   回収結果：63市町村（40市23町村）全てより回答を得ました（100%回収）。 

 

３．平成２５年度調査まとめ 

Ⅰ．全体概況 
 1.消費者行政の概況 

（１）今年度、県内63市町村全体の消費者行政関連予算総額３億4,618 万円で、一般会計予算に占め

る消費者行政関連予算としては、昨年度より4,569 万円減り、11.7%減少しました。2011 年度をピ

ークに２年続けて減少しています。 

（２）平成24年度年間の相談窓口での受付件数は30,604件でした。前年より相談受付件数で602件下

回りましたが、依然、全体では３万件を超える高い水準を示しています。 

（３）消費者行政担当部署で専任職員が配置されているのは 7 市（前年 9 市）に減少し、「専任・兼任

両方」の市町村はなくなりました。担当部署の兼任化がいっそうすすんでいます。 

Ⅱ．一般会計予算と消費者行政予算 
１．一般会計予算の推移 

   今年度、県内63市町村の一般会計予算総額は２兆1,733億円。前年より予算額で369億円（101.7%）

増えています。一般会計予算で予算額が昨年を下回った市町村は、11市10町でした。 

 ２．消費者行政予算の推移 

   一方、消費者行政関連予算は、前記の通り４,569 万円（△11.7％）減少しました。一般会計予

算に占める割合も0.016%で前年より0.002%下がっています。一消費者行政関連予算が前年を下回っ

た市町村は25市14町に及び、過半の自治体（61.9%）で減少しました。 

  今年度の予算を国による活性化基金が始まる前の平成20年度と比較すると、9,300万円（136.7%）

上回っています。 

Ⅲ．消費者行政予算のうち、自主財源と活性化基金の推移 
 １．自主財源の推移 

   今年度の消費者行政関連予算総額のうち、自主財源は２億9,167 万円で、消費者行政活性化基金

開始前の平成20年度に比べて3,848 万円（115.0%）、前年比でも2,860 万円（110.8%）増えました。

これにより、消費者行政関連予算に占める自主財源の比率は、全市町村平均で 84.2%となり、昨年

（67.1%）を上回りました。 



 
 

 ２．地方消費者行政活性化基金の推移 

   活性化基金は、2010年度（平成22年度）より開始され、３ヵ年経過した後の今年2013年度まで

１年延伸して国の助成事業が続いています。今年度は、63市町村のうち、12市９町で活性化基金を

活用せず自主財源のみで消費者行政関連予算が組まれました（前年１市５町）。今年度予算に組み込

まれた活性化基金による予算措置分は、5,451万円でした。過去３ヶ年の活性化基金の推移は以下

のとおりです。 

 

消費者行政予算の内訳（千円） 

 2008年度（H20） 2011 年度（H23） 2012年度（H24） 今年度（2013年）

活性化基金           0    156,505   128,815 54,518 

自主財源   253,182    269,390   263,071  291,671 

消費者行政予算   253,182    425,895    391,886     346,189 

 

３．活性化基金の使途と効果 

   効果があった事業として、消費者教育・啓発（48市町・76.1%）、相談員レベルアップ（44市町

村・69.8%）、センター設置（41市町村・65.0%）、備品購入（38市町・（60.3%）が挙げられました。

報酬・処遇改善を挙げた自治体は23市町村、36.5%でした。活性化基金では、消費者教育や相談員

のレベルアップが図られました。 

Ⅳ．人口１人あたりで見た消費者行政関連予算の推移 
 １．県民１人あたり消費者行政関連予算 

   消費者行政予算を人口１人あたりで見た県民１人あたり消費者行政予算は今年度47.4円でした。

活性化基金前の2008年度（平成20年度）、昨年度（平成24年度）は、それぞれ35.9円、54.3円

でした。今年度は2008年度比132.0%、昨年比87.2%となっています。今年度最も高かったのは、223.1

円（ときがわ町）、最も低かったのは0.7円（神川町）でした。 

 ２．自治体別消費者行政関連予算金額 

   尚、消費者行政予算の金額上位５自治体は、①さいたま市63,401 千円、②川越市24,053 千円、

③20,933千円、④所沢市12,388千円、⑤新座市11,587千円でした。 

Ⅴ．職員及び相談体制の現状 
 １．消費者行政を担当している職員の体制 

   消費者行政担当部署で専任職員が配置されているのは7市（前年9市）に減少し、「専任・兼任

両方」の市町村がなくなりました。これにより県内56の市町村で兼任のみの体制となり（前年53）、

担当部署の兼任化がいっそう進んでいることが明らかになりました。因みに５年前の2008年度（平



成20年）には16の自治体で専任の職員が配置されていましたが、専任の職員を配置している自治

体は少数になりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２．相談の内訳 

消費生活センターを設置している自治体は50 市町村（前年48 市町村）となりました。土、日曜

日に相談窓口を開設しているのは、さいたま市、鶴ヶ島市の２市で増減はありませんでした。 

昨年度（平成 24 年度）一年間に消費生活センターで受け付けた、３万件の相談の内訳は市部（40

市）29,822 件、町村部（23町村）782件でした。 

   相談件数の内訳（処理別の内訳）では、助言が全体の３分の２近くを占める 62.7%、次いで情報

提供（17.0%）、あっせん（12.0%）、紹介（3.3%）、その他（3.1%）の順でした。「助言」、「あっせん」

が増えたのが特徴です。 

 あっせん 紹介 助言 情報提供 その他 

平成24年度 3,674 件 1,027件 19,190件 5,212件 975 件 

前年比 104.2% 95.5% 105.1% 91.7% 35.4% 

平成23年度 3,513件 1,068 件 18,195 件 5,679件 2,751 件 

（自治体数） 消費者行政を担当している人員体制 

 
 

 ３．高齢者被害防止に向けた取り組みの状況 

高齢者被害防止に関わる高齢者福祉部門から相談窓口への日常相談や紹介できる場の有無につ

いて、「相談できる場がある」と回答された自治体は49 自治体（35 市 14 町村）、「ない」と回答さ

れた自治体は13自治体（4市9町）でした。 

高齢者被害防止のための消費者行政部門と高齢者福祉部門の連携協議の場が「ある」と回答され

たのは12自治体（9市3町）で、昨年より4自治体増えました（前年8）。 

地域での高齢者見守りが課題になって来ている中、高齢者福祉担当者との連携の手立てとして包括

支援センターへの情報提供、ケアマネージャーやサービス提供事業所職員への講座開催、民生委員

を対象とした講習会など、地域内での関係主体の連携・協働の方向での取り組みも始まっています。 

 

Ⅵ．消費者教育推進計画策定についての意向 
国の消費者教育推進計画策定の動きとあわせ、各自治体での推進計画策定と、消費者教育推進法

に盛り込まれた「消費者教育推進協議会」設置についての自治体の意向を問い合わせました。 

  国の基本計画決定前の本年６月時点での問い合わせであったことから、回答が寄せられたのは、さ

いたま市、朝霞市、新座市の３市と小鹿野町の１町に留まりました。基本計画について「策定予定」

と回答された、さいたま市は、協議会設置についても設置の意向で、メンバーについては国や県内

の動向を見た上で参考にしながら決めたいとの回答でした。 


